
【交付⾦配分額】 本交付⾦は、事業費に基づき決定されるものではなく、国が能登町の枠（限度額）として配分している。
単位：円

（1）低所得世帯⽀援分 【⼀部R6へ繰越】

国庫補助⾦ 臨時交付⾦ その他
① 物価⾼から国⺠⽣活を守る

158,620,000      158,620,000      -                        70.78%
933,769            933,769            -                        0.42%

159,553,769      -                        159,553,769      -                        71.19%

（2）推奨メニュー分

国庫補助⾦ 臨時交付⾦ その他
③ 消費下⽀え等を通じた⽣活者⽀援

8,521,327          8,220,000         301,327             3.67%
⑤ 医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴場等に対する物価⾼騰対策⽀援

1,397,500          1,000,000          397,500            0.45%
⑥ 農林⽔産業における物価⾼騰対策⽀援

16,941,000        16,940,000        1,000                 7.56%
16,900,000        16,900,000        -                        7.54%

⑦ 中⼩企業等に対するエネルギー価格⾼騰対策⽀援
4,416,000          4,000,000         416,000             1.78%
5,215,500          4,700,000         515,500             2.10%

⑧ 地域公共交通・物流や地域観光業等に対する⽀援
2,900,000         2,900,000         -                        1.29%
9,959,000         9,900,000         59,000              4.42%

66,250,327       -                        64,560,000       1,690,327          28.81%

（3）給付⾦・定額減税⼀体⽀援分 【全額R6へ繰越】

国庫補助⾦ 臨時交付⾦ その他
① 物価⾼から国⺠⽣活を守る

-                        -                        -                        -                        -                        
-                        -                        -                        -                        -                        
-                        -                        -                        -                        0.00%

225,804,096     -                        224,113,769      1,690,327          100.00%

総事業費 交付⾦
配分割合

 低所得世帯臨時⽀援給付⾦事業【事務費分】
⼩ 計（③）

 低所得世帯臨時⽀援給付⾦事業【給付⾦分】

合 計（①+②+③）

 14.能登海洋深層⽔施設指定管理料（光熱費⾼騰臨時上乗せ分）

 16.能登町公共交通物価⾼騰対策⽀援事業

 15.能登七⾒健康福祉の郷「なごみ」指定管理料（光熱費⾼騰臨時上乗せ分）

 12.運送事業者原油価格⾼騰対策臨時⽀援事業

⽬  的

 10.配合飼料価格⾼騰対策事業

⼩ 計（②）

 11.漁業⽤燃料価格⾼騰対策臨時⽀援事業

 ひまわりカード臨時チャージイベント事業

 13.配⾷サービス事業（物価⾼臨時上乗せ分）

交付⾦
配分割合

交付決定額 159,553,000 64,560,000 0 224,113,000

⽬  的 総事業費 交付⾦
配分割合

 9.低所得世帯臨時⽀援給付⾦事業（追加分）【給付⾦分】
 9.低所得世帯臨時⽀援給付⾦事業（追加分）【事務費分】

⼩ 計（①）

⽬  的 総事業費

○令和５年度 物価⾼騰対応重点⽀援地⽅創⽣臨時交付⾦ 事業実績（総括）

①低所得世帯⽀援分 ②推奨メニュー分 ③給付⾦・定額減税⼀体⽀援分 合計



1/2

A B C A-B-C A B C D

総事業費
（円）

国庫補助額
（円）

交付⾦充当額
（円）

その他
（円） 指標・⽬標 結果

⾮
常
に
効
果
が
あ
ỵ
た

効
果
が
あ
ỵ
た

効
果
が
⼗
分
で
な
い

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

(3点満点)
A-3点
B-2点
C-1点
D-0点

1

 R５低所得世帯
臨時⽀援給付⾦
事業（追加分）
【物価⾼騰対策
給付⾦】

物価⾼騰が続く中で低所得世
帯への⽀援を⾏うことで、低所
得の⽅々の⽣活を維持する

健康福
祉課 R5.12 R6.7 159,553,769 159,553,769 - 

対象世帯に対して
令和5年12⽉まで
に⽀給を開始する

 令和5年12⽉27⽇
⽀給開始。令和6年
能登半島地震の影
響により⼀部対象者
への案内が遅れたた
め、事業を繰越し対
応した。

●対象経費内訳
 R5年度住⺠税⾮課税世帯     2,266世帯×70千円
 うち令和5年度分       2,252世帯×70千円＝157,640千円
 うち令和6年度分（R5繰越分）   14世帯×70千円＝    980千円
 事務費（需⽤費、郵便料など）933,769円（うちR5：932,229円、うち
R6：1,540円）
●事業の対象
 R5年度分の住⺠税⾮課税世帯

【町評価】

令和６年能登半島地震
の影響により、⼀部対象
者への案内が約１ヵ⽉遅
れたため、令和６年度に
繰越し対応することとなっ
たが、物価⾼騰による低
所得世帯の家計負担が
軽減された。

【委員評価】

３点満点中1.90点
（平均2.16点）

意⾒については左のとお
り

3 5 2 1.90

・物価の上昇が続く中で、家計への負担軽減と⽣活維持を図るうえで
効果があった。
・物価⾼は全世帯
・今後の地域の復興を考えると増額も視野に検討の余地は？

2

 能登町プレミア
ムポイントカード
（ひまわりカー
ド）事業

第１弾：物価⾼騰が続く中
で影響を受けている全町⺠に
対して地域循環型の電⼦マ
ネー付ポイントカード（ひまわ
りカード）を配布（2千円分
のプレミアムポイント付き）し
地域内消費の下⽀えを図
る。
第２弾：配布したひまわり
カードに5千円をチャージするこ
とで2千円分のプレミアムポイ
ントを付与することでカードの
利⽤促進を図る。

ふるさと
振興課 R5.6 R6.3 8,521,327 8,220,000 301,327 

15,400⼈×70％
=10,780⼈の利
⽤を⽬指す。

 8,693⼈

●対象経費内訳
 ・ﾌﾟﾚﾐｱﾑﾎﾟｲﾝﾄ分14,919,891円、・Android端末9,657,600円、
 ・⾮接触ICｶｰﾄﾞ2,868,800円、・チャージ機1,503,150円、
 ・プレミアムチャージイベントポイント付与8,521,327円
 ・⾒守り機（町内6箇所）1,956,163円、
 ・臨時職員賃⾦2,412,603円、
 ・郵送代1,984,535円、・その他事務費等2,810,155円
   対象経費計 46,634,224円①
●対象外経費
 第３弾：デイリースクラッチキャンペーン1,210,300円③（交付⾦対象
外）
●事業の対象
 全町⺠

【町評価】

３回のポイントキャン
ペーンにより、ひまわり
カード保持者を増加さ
せることができた。
カードの継続利⽤を促
進するため、利⽤可能
店舗の拡⼤等、利便
性向上等の取組が必
要である。

【委員評価】

３点満点中1.40点
（平均2.18点）

意⾒については左のとお
り

1 4 3 2 1.40

・ひまわりカードの増に寄与している思います。
・町⺠の家計⽀援や消費喚起で地元事業者の経営を⽀えるうえでも⼀
定の効果があった。
・利⽤可能店舗の拡⼤等町⺠の利便性向上に向けた取組は必要
・ポイントの有効期限が短い気がする。
・利⽤率の低さ。便利ではない。現⾦給付でよいのでは。機械代が⾼
い。

3
 配合飼料価格
⾼騰対策臨時⽀
援事業

エネルギー・⾷料品価格等の物
価⾼騰の影響を受け、配合飼
料価格が⾼騰し、経営状況が
悪化している畜産農家に対して
補助⾦を交付することで負担を
軽減し、経営の安定を図る

農林⽔
産課 R5.12 R5.12 16,941,000 16,940,000 1,000 

物価⾼騰を理由と
して、R5年度中に
廃業する事業者数
を０とする。

 物価⾼騰を理由と
した離職者なし
（事業承継により1
農家減）

●対象経費内訳
 国の配合飼料価格安定制度（セーフティーネット）の令和5年度契約数量
に対し、
 1トン当たり2,000円を⽀援。（ただし、上限を1,500トン、3,000千円とす
る。）
（1）1,500トン以上の契約事業者（4事業者）
    3,000千円×4事業者＝12,000千円
（2）1,500トン未満の契約事業者（13事業者）の契約数量
   2,000円×2,470.5トン＝4,941千円
●事業の対象
 令和5年12⽉1⽇現在で町内に事業所を置く畜産業を営み、
 国の配合飼料価格安定制度に加⼊する者。
 17農家対象。（肥育⾁⽤⽜・繁殖⾁⽤⽜・酪農・養豚・養鶏）

【町評価】

農家実質購⼊価格の
国、県の差額補填の⼀
部を⽀援し、飼料価格⾼
騰における農家負担を減
らすことができた。

【委員評価】

３点満点中2.50点
（平均2.16点）

意⾒については左のとお
り 5 5 2.50

・⼀次産業は町の基幹産業であり、本事業の効果は⼤きい
・廃業の理由をどう把握しているのでしょうか？
・経営の安定化を図り、廃業者や離職者を出さなかったことは評価でき
る。

4
 漁業⽤燃料価
格⾼騰対策臨時
⽀援事業

エネルギー（原油価格）の⾼騰
の影響を受け、経営に影響を受
けた漁業者に対し、燃料費に対
して補助⾦を交付することで、事
業の継続⽀援を図る。

農林⽔
産課 R5.12 R6.1 16,900,000 16,900,000 - 

原油価格⾼騰を理
由として、R5年度
中に廃業する事業
者数を０とする。

 廃業者なし

●交付⾦を充当する経費内容
 補助⾦
●対象経費内訳
R4.4〜R5.3の1年間の漁業⽤燃油の使⽤量により区分
 5,000ℓ以上  10,000ℓ未満  100千円×11件＝   1,100,000円
10,000ℓ以上  50,000ℓ未満  200千円×21件＝  4,200,000円
50,000ℓ以上100,000ℓ未満     600千円× 1件＝      600,000円
100,000ℓ以上〜         1,000千円×11件＝11,000,000円
●事業の対象
令和5年12⽉1⽇時点において、本町に住所地を有し漁業を営む個⼈、法⼈
⼜は組合

【町評価】

燃料費⾼騰分の⼀部助
成を⾏ったことで、漁業者
の負担を減らし、当町の
基幹産業である漁業の
経営の継続が図られた。

【委員評価】

３点満点中2.20点
（平均2.16点）

意⾒については左のとお
り

4 5 1 2.20

・漁業者の負担が減りよかったと思う。
・町の基幹産業であり、⽔産物の安定供給に繋げていただくためにも必
要
・廃業の理由をどう把握しているのでしょうか？
・経営の安定化を図り、廃業者を出さなかったことは評価できる。

5
 運送事業者原
油価格⾼騰対策
臨時⽀援事業

エネルギー（原油価格）の⾼騰
の影響を受け、経営に影響を受
けた運送事業者に対し、燃料費
に対して補助⾦を交付すること
で、事業の継続⽀援を図る。

ふるさと
振興課 R5.12 R6.3 9,959,000 9,900,000 59,000 

原油価格⾼騰を理
由として、R5年度
中に廃業する事業
者数を０とする。

 原油価格⾼騰を理
由とした廃業者なし

●交付⾦を充当する経費内容
 補助⾦
●対象経費内訳
R4.12〜R5.11に使⽤した燃料1ℓ当たり10円を⽀援
ただし、1台当たりの上限額300千円
 995,900ℓ×10円＝9,959,000円
 12事業者より37台分の申請（上限に達した⾞両はなし）
●事業の対象
 令和5年12⽉1⽇時点において、本町に住所地を有し道路貨物運送事業
者を
 営む個⼈⼜事業所
 町内12事業者

【町評価】

燃料費⾼騰分の⼀部助
成を⾏ったことで、運送事
業者の負担を減らし、町
⺠の⽇常⽣活に必要不
可⽋な輸送インフラの維
持が図られた。
運送業界全体で荷主へ
の適切な価格転嫁を促
進していくべきと考えられ
る。

【委員評価】

３点満点中2.20点
（平均2.16点）

意⾒については左のとお
り 4 5 1 2.20

・効果は窺えるが業界全体の価格等⾒直しは必要
・廃業の理由をどう把握しているのでしょうか？燃料⾼騰が理由でない
廃業があったか。
・経営の安定化を図り、廃業者を出さなかったことは評価できる。

6
 配⾷サービス事業
（物価⾼臨時上
乗せ分）

コロナ禍において物価⾼騰が続く
中で影響を受けている配⾷サービ
ス実施事業者の負担を軽減す
るため、⾼騰する電気料や⾷材
費相当分の⽀援を⾏うことで、
利⽤者の負担を軽減し、これま
でどおりの⾷事の提供が受けられ
る体制を確保する

健康福
祉課 R5.4 R6.2 1,397,500 1,000,000 397,500 

物価⾼騰を理由と
して、R5年度中に
廃業する事業者数
を０とする。

 物価⾼騰を理由と
した廃業者なし

●対象経費内訳
 単価50円×27,950⾷＝1,397,500円（物価⾼騰分（100円）を利⽤者と
折半）
（参考）令和5年度配⾷サービス委託料
 単価550円×27,950⾷＝15,372,500円
●事業の対象
 町内の配⾷サービス事業者（8事業者）

【町評価】

原油価格等物価⾼騰の
影響を受けていた、配⾷
サービス事業所の負担を
軽減することが出来、安
定したサービスが提供さ
れ、事業を継続すること
が出来た。

【委員評価】

３点満点中2.30点
（平均2.16点）

意⾒については左のとお
り

5 4 1 2.30

・事業者、利⽤者ともにメリットがあり、良いと思う。
・サービス維持のため、事業者の負担軽減と、利⽤者の負担増の抑制
はありがたい。
・配⾷サービス事業も地域に必要不可⽋。町同様評価に値する。
・廃業の理由をどう把握しているのでしょうか？燃料⾼騰が理由でない
廃業があったか。

7

 能登海洋深層
⽔施設指定管理
料（光熱費⾼騰
臨時上乗せ分）

コロナ禍における光熱費の価格
⾼騰により影響を受けている中
⼩企業である能登海洋深層⽔
施設の管理事業者に対して⽀
援し、経営の安定化を図る。

ふるさと
振興課 R5.4 R6.3 4,416,000 4,000,000 416,000 

光熱費⾼騰による
管理運営費の不⾜
を理由とした施設
管理運営業務の中
断、中⽌等を０と
する

 中断・中⽌なし

●対象経費内訳
 ⽉額368,000円×12カ⽉＝4,416,000円（光熱費⾼騰の値上げ分を上乗
せ）
（参考）令和5年度指定管理料 11,092,000円
●事業の対象
 指定管理者1事業者

【町評価】

不⾜する光熱費の上乗
せを⾏ったことで、安定し
た管理運営が⾏われた。

【委員評価】

３点満点中2.00点
（平均2.16点）

意⾒については左のとお
り

4 4 2 2.00 ・町評価同様効果に繋がったと思う
・施設運営を維持するうえで⼀定の効果があった。

○令和５年度 物価⾼騰対応重点⽀援地⽅創⽣臨時交付⾦ 事業実績及び効果検証⼀覧
委員評価  単位：⼈ 点数

換算

推進会議委員意⾒№ 交付対象
事業の名称 事業概要 事業

始期
事業
終期 実施状況所管課

成果⽬標・結果

効果検証
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○令和５年度 物価⾼騰対応重点⽀援地⽅創⽣臨時交付⾦ 事業実績及び効果検証⼀覧
委員評価  単位：⼈ 点数

換算

推進会議委員意⾒№ 交付対象
事業の名称 事業概要 事業

始期
事業
終期 実施状況所管課

成果⽬標・結果

効果検証

8

 能登七⾒健康
福祉の郷「なごみ」
指定管理料（光
熱費⾼騰臨時上
乗せ分）

コロナ禍における光熱費の価格
⾼騰により影響を受けている中
⼩企業である能登七⾒健康福
祉の郷「なごみ」の管理事業者に
対して⽀援し、経営の安定化を
図る

健康福
祉課 R5.4 R6.3 5,215,500 4,700,000 515,500 

光熱費⾼騰による
管理運営費の不⾜
を理由とした施設
管理運営業務の中
断、中⽌等を０と
する

 中断・中⽌なし

●対象経費内訳
 ⽉額579,500円×9カ⽉＝5,215,500円（光熱費⾼騰の値上げ分を上乗
せ）
 能登半島地震による休業のため1〜3⽉までの指定管理料の⽀払いをしてい
ない
（参考）令和5年度指定管理料 61,072,000円
●事業の対象
 指定管理者1事業者

【町評価】

不⾜する光熱費の上乗
せを⾏ったことで、安定し
た管理運営が⾏われた。

【委員評価】

３点満点中2.00点

意⾒については左のとお
り

4 4 2 2.00
・本施設も地域にとって必要不可⽋であり、光熱費⾼騰対策に繋がっ
たことは評価できる
・施設運営を維持するうえで⼀定の効果があった。

9
 能登町公共交
通物価⾼騰対策
⽀援事業

コロナ禍において物価⾼騰が続く
中で影響を受けている地域公共
交通事業者に⽀援を⾏うことで
負担を軽減し、地域公共交通
サービス事業の安定化を図る

企画財
政課 R5.7 R5.9 2,900,000 2,900,000 - 事業者数及び⾞両

台数を維持する

 事業者数及び⾞両
台数は維持できた
（※震災前）

●対象経費内訳
 ⾞両種別ごとに⽀援
 タクシー 16台× 50千円＝  800千円、乗合バス14台×150千円＝2,100千
円
●事業の対象
 道路運送法（昭和26年法律第183号）第４条に基づく許可を受け、町内
を運⾏
 する⺠間タクシー事業者及びバス事業者で、町内に本店、⽀店⼜は営業所
 があるもの。
 タクシー3事業者、乗合バス2事業者

【町評価】

タイヤ、修繕費など整備
費の⼀部⽀援を⾏ったこ
とで、公共交通事業者の
負担を軽減し、町⺠の⽇
常⽣活に必要不可⽋な
公共交通サービスの維持
が図られた。しかし、依然
物価⾼が続いており、県
内では15年ぶりにタクシー
料⾦の値上げが⾏われた
ものの、根本的な解決が
必要である。

【委員評価】

３点満点中2.20点
（平均2.16点）

意⾒については左のとお
り

4 5 1 2.20

・住⺠にとって公共交通の維持は重要であり、利⽤者の負担増とならな
いようにしてほしい。
・地域の交通インフラを⽀える交通事業者に必要な⽀援⾦であり、⾮常
に効果あり。

225,804,096 -                    224,113,769   1,690,327      34 41 3 12 2.08合計


